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【研究要旨】 

 妊娠期からの支援を必要とする事例を早期に的確に把握し関わるために、産婦人科医療機関や地域保健の担当部

署においてさまざまな方法で妊婦のスクリーニングが行われている。しかしこのような妊婦（社会的ハイリスク妊産婦）

を把握する方法は、医療従事者の感覚による拾い上げや経験則から選択されたアセスメントする項目を用いたもので

あり、社会的ハイリスク妊産婦を把握するためにどの程度有効であるのかの実証は行われていない。 

大阪府では地域保健や福祉の担当部署により「支援を要する妊婦のスクリーニングのためのアセスメントシートが

作成された。このアセスメントシートは、社会的ハイリスク妊産婦を把握して関係各機関との連携を行うために主に行政

で使用されているが、アセスメント項目が多岐にわたるため、臨床現場でさらに簡便な形態のアセスメント方法が望ま

れる。 

当研究では、乳幼児の育児支援・保護状況の予測につながる妊娠中のハイリスク項目の検討および「大阪府アセス

メントシート」を基に作成した簡便な「社会的ハイリスクアセスメント改定版」の有用性を検証することを目的とする。 

1. 妊娠中にこの簡便な「社会的ハイリスクアセスメント改定版」を用いて該当医療機関および市町村でアセスメント項

目を拾い上げ、スコア化を行う。また分娩後入院中にも上記を用いたアセスメントを行う 

2. 産科医療機関での一か月健診時に、育児状況・児の健康状態・虐待傾向把握のためのアンケート調査を行う 

3. 産科医療機関より母子手帳番号を市町村保健センターに通知し、該当者の妊娠届出時のアセスメント、該当児の乳

幼児健診時点での育児支援・保護状況などの情報を収集する 

1.2．3 のデータを突合し、妊娠中の社会的ハイリスク因子や医学的情報を原因変数、児の支援保護状況などを目的

変数として多変量解析を行う。これより 1 か月健診時の育児状況や、出産後3-4 か月・１歳半時の育児支援・保護状況

につながる妊娠期のアセスメント項目を検討し、虐待を予測する社会的ハイリスクスコアを算出する。 

4 府県（大阪・大分・香川・宮城）において協力が得られた産科医療機関で生児を分娩する（した）妊婦全症例を対象と

し、症例登録期間を平成31 年4 月から令和2 年3 月31 日までとした。 
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A. 研究目的 

妊娠期からの支援を必要とする事例を早期に的確に

把握し関わる体制において、産婦人科医療機関は中心

的な役割を担っており、妊婦への各種相談や支援は従

来から産婦人科医療機関では行われてきていたが、妊

婦への積極的な周知や行政等関係各機関とのスムーズ

な連携のために、近年システム化の重要性が言われて

きた。 

大阪府では地域保健や福祉の担当部署により「支援を

要する妊婦のスクリーニングのためのアセスメントシー

トが作成された。このアセスメントシートは、社会的ハイ

リスク妊産婦を把握して関係各機関との連携を行うため

に主に行政で使用されているが、そのアセスメント項目

は経験則から選択されたものであり、これらの項目が社

会的ハイリスク妊産婦を把握するためにどの程度有効で

あるのか実証は行われていない。 

平成27 年（2015 年）より厚生労働科学研究「妊婦健康

診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と

効果的な保健指導のあり方に関する研究（以下「光田班

研究」）」では、社会的ハイリスク妊産婦から出生した児

の乳幼児健診時における状況、および社会的ハイリスク

妊産婦の持つリスク因子を調査し、1. 医療従事者の感覚

によって拾い上げられた社会的ハイリスク妊産婦とコン

トロール群（＝ハイリスク以外の全症例）では要保護児童

対策協議会対象者（以下「要対協ケース」）の割合は明ら

かに異なること、2. 要対協ケースにつながるハイリスク

者は 8 割方把握されていること、3. 一方コントロール群

の中にも要対協ケースが少数ながら存在すること など

が明らかになった。しかしアセスメント項目が多岐にわ

たるため、臨床現場でさらに簡便な形態のアセスメント

方法が望まれる。これまでのエビデンスに基づき「社会

的ハイリスク妊婦」を12 項目にて評価するアセスメント

シートを作成し、産科現場で使いやすいものに改訂した

（妊産婦自身による回答）。 

当研究では、乳幼児の育児支援・保護状況の予測に

つながる妊娠中のハイリスク項目の検討および「大阪府

アセスメントシート」を基に作成した簡便な「社会的ハイリ

スクアセスメント改定版」の有用性を検証することを目的

とする。 

 

B．研究方法 

4 府県（大阪・大分・香川・宮城）において協力が得られ

た産科医療機関で生児を分娩する（した）妊婦全症例を 

対象とし、4 府県併せて1 万例を目標とした。 

・方法 

1. 妊娠中に「大阪府アセスメントシート」を基に作成した

簡便な「社会的ハイリスクアセスメント改定版」を用いて

該当医療機関および市町村でアセスメント項目を拾い上

げ、スコア化を行う。また分娩後入院中にも上記を用い

たアセスメントを行う 

2. 産科医療機関での一か月健診時に、育児状況・児の

健康状態・虐待傾向把握のためのアンケート調査を行う 

3. 産科医療機関より母子手帳番号を市町村保健センタ

ーに通知し、該当者の妊娠届出時のアセスメント、該当

児の乳幼児健診時点での育児支援・保護状況などの情

報を収集する 

1･2 は産科医療機関から、3.は市町村保健センターか

ら各県データセンターに情報送付、各県データセンター

で母子手帳番号を用いて両者と突合した後に、同番号を

外して情報解析センターに送付する。これより 1 か月健

診時の育児状況や、出産後3-4 か月・１歳半時の育児支

援・保護状況につながる妊娠期のアセスメント項目を検

討する。 

・症例登録期間 

研究実施許可後、平成31年4月から令和2年3月31日

までとした。 

・追跡期間 

登録された症例の中で最も遅く出生した児が、1 歳半健

診を終了するまでとする。 

・研究デザインと評価項目 

妊娠中の社会的ハイリスク因子や医学的情報を原因変

数、児の支援保護状況などを目的変数として多変量解析

を行い、虐待を予測する社会的ハイリスクスコアを算出

する。 

 

本研究は、大阪母子医療センターの倫理委員会にて

承認を受け実施した(承認番号1125)。 

大阪母子医療センターで倫理審査終了後、各府県での

基幹施設の倫理審査を併せて行った（香川県承認番号

H30-38、大分県:承認番号 30-70、宮城県承認番号

2018-4-108)。 

 

大阪府・香川県 

分娩取り扱い医療機関中、研究協力の同意を得た施設

において、妊婦を対象に初診時、分娩時、産後1 か月健

診時にアンケート調査を行った。 
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各医療機関において、同意の得た妊婦を対象とした。 

①初診時 

「 社会的ハイリ スク ア セスメ ン ト シ ー ト 改定版」      

（初診時アンケート）を配付し記入してもらう。 

②分娩時 

「 社会的ハイリ スク ア セスメ ン ト シ ー ト 改定版」      

（分娩時アンケート）を記入してもらう。 

③産後1 ヵ月健診時 

「アンケート」を配付し記入してもらう。 

 

宮城県 

宮城県内の分娩取り扱い施設31 施設に、令和元年6 月

に調査依頼およびアセスメントシートを発出した。登録終

了後、調査結果について電子化を開始した。 

 

大分県 

令和2 年3 月31 日までに妊娠届出が行われ、妊娠分娩

管理した事例に関して以下の情報収集を行った。 

・妊娠中：「大阪府アセスメントシート」を基に作成した簡

便な「社会的ハイリスクアセスメント改定版」を用いて該

当医療機関および市町村でアセスメント項目の拾い上げ

を行った。 

・分娩後：産科医療機関での１か月健診時に、母児の周

産期（医学的）情報を把握し、さらに育児状況・児の健康

状態・虐待傾向把握のためのアンケート調査を行った。

さらに、産科医療機関より母子手帳番号を市町村保健  

センターに通知し、該当者の妊娠届出時のアセスメント、

該当児の乳幼児健診時点（3-4 か月児健診、1 歳6 か月

児健診）での育児支援・保護状況などの情報を収集する

こととした。また、産科医療機関（30 施設）および県内行

政機関（18 ヶ所）の双方に対して研究のフローチャートを

もとに説明会を行い、さらに逐次調査用紙および追加説

明書を送付し、研究内容の確認および進捗状況の把握

を図った。 

 

C. 研究結果 

4 府県における登録数は、合計7,390 例（（大阪府2,511

例、宮城県1,700 例、香川県379 例、大分県2,800 例： 

令和2 年3 月末時点 暫定集計数）。 

 

 

 

 

表 4 府県における登録状況 

 
登録数 

(同意あり) 

登録期間 

年間分娩数

(2018 年) 

参加協力施設数 

/分娩取扱施設数 

大

阪 
2,511 例 

12 ヶ月 

約65,000 
5/133（3.8%） 

宮

城 
1,700 例 

10 ヶ月 

約16,000 
19/31（61.3%） 

香

川 
379 例 

6 ヶ月 

約7,000 
5/17（30%） 

大

分 
2,800 例 

11 ヶ月 

約9,000 
30/30（100%） 

 

大阪府 

調査協力を得た産婦人科医療機関は、5 施設であった。 

妊娠中にエントリーされた妊婦数は、合計2,511 例  

（令和2 年3 月末時点 暫定集計数）であった。 

 

宮城県 

宮城県内19 施設（61.3%）から同意書を返送され、1700 例

の登録を得ることができた。施設の内訳としては、7 病院

（746 例）、12 診療所（954 例）であり、登録症例の地理的

な分布は、都市部（仙台市）719 例、地方981 例となって

いる。 

 

香川県 

香川県の分娩取り扱い医療機関は17 施設（病院13 施

設、診療所4 施設）であり、協力を得た産婦人科医療機

関は、5 施設（30%）であった。アンケート期間は、令和元

年10 月から令和２年3 月までの 6 ヵ月であり、香川県で

は 6 ヶ月間の分娩数は約3,500 件であった。 

 現在まで妊娠初期にエントリーされた妊婦数合計380

例中、同意を得られた妊婦数は379 例（99.7%）であり  

香川県の該当期間の分娩数の約10％であった。 

 

大分県 

大分県内のすべての分娩取り扱い機関（30 施設）から 

研究参加の同意を得た。登録数は、約 2,800 例であり、 

当該時期の妊産婦の88％から研究参加の同意が得られ

ており、前方視的調査を遂行中である。 
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D. 考察： 

周産期情報と乳幼児情報を突合させる前向き研究である 

ために、個人情報の取り扱いはより慎重さが求められる。

自治体とのやりとりでもそこの部分を問題視する指摘が

多数寄せられている。倫理審査承認済み、妊婦同意取得

済み、厚生労働省科学研究であること等を説明しても研

究参加同意を得ることは困難となっている。 

 

大阪府 

 平成 30 年（2018 年）の大阪府の総人口は 882 万人、 

出生数は 65,446 人であり、年々減少傾向にある。一方 

分娩取り扱い医療機関は 133 か所である(令和2 年3 月

現在)。このうち総合周産期母子医療センターは 6 か所、    

地域周産期母子医療センターは 17 か所である。 

この度の調査に協力が得られた医療施設は大阪南部を

中心に、総合周産期母子医療センターが1 施設、病院が

3 施設、診療所が 1 施設の5 施設である。大阪府内の分

娩取り扱い施設が多いため調査協力を一斉に行うことが

難しく、大阪母子医療センターを中心に近隣医療機関に

個別に協力を要請した経緯がある。 

調査のアウトカムである自治体からの情報提供である

が、自治体ごとに対応が異なり、個人情報保護を理由に

一切協力いただけない自治体から、全面的に協力いた

だける自治体まで様々である。また年度が代わると自治

体の担当者も変わり、協力状況が変更となる恐れもあ

る。 

調査協力可能な医療機関の所在地は複数の自治体にま

たがっており、そこに通院する妊婦もまた複数の自治体

に居住している。情報提供可能な自治体と妊婦の居住地

にミスマッチが発生しており、乳幼児健診時の情報提供

がどの程度見込まれるかは、現段階では未知数であ

る。 

 

宮城県 

協力医療機関の負担は大きく、医療資源が必ずしも十分

でない地域における研究協力を得るためには、かなりの

時間と労力を要した。今回の研究では自治体の協力が

重要であったが、自治体ごとの対応が大きく異なり、個人

情報保護の観点や他の国家プロジェクトによる研究協力

事業との関係性などによって、全面的な協力を得るには

至らなかった。 

 

 

香川県 

香川県は、人口95 万7400 人（令和元年6 月1 日現在）

であり、日本で最も面積が小さい県である。分娩数は、

全国的な少産少子化と同様減少傾向であり、現在では 

約7,000 分娩である。 

分娩施設も、医師の高齢化、助産師数の減少に伴い 17

施設で分娩を行っている。特徴的なのは、17 施設のうち

13 施設（76.4％）が病院であり、診療所は 4 施設（23.6％）

にすぎない。分娩数は、病院分娩が80％、診療所分娩

が 20％である。全国的には、病院分娩が50％、診療所

分娩が50％（分娩に関する調査－日本産婦人科医会２０

１７）であるので、病院分娩が多い地域となる。妊娠初期

エントリー数が３８０例あり、これはこの期間の香川県の

分娩数の10％である。今回のアンケート調査が低率で

あったのは、アンケート調査等の手続きが病院において

は煩雑であったことも一要因であると考える。また同意

を得られなかったのは 1 例（0.3％）であり、妊婦は非常

に協力的であった。 

5 施設のうち、4 施設は一次施設であり、１施設は総合周

産期母子医療センターである。ハイリスク妊産婦数の予

測であるが全国と同様、総合周産期母子医療センターに

集中する傾向であるためこの１施設のハイリスク妊産婦

数が高率であると思われる。 

 

大分県 

大分県内におけるすべての分娩取扱機関からの同意が

得られた状況で研究開始となった。県内行政機関からの

参加協力は得られているものの、個人情報保護の視点

からデータ収集方法および首長の判断に依るところがあ

り、同意に流動的な行政機関があることが問題となって

おり、この点については引き続き参加を促していく。 

 

E.  結論： 

 本研究は社会的ハイリスク妊娠把握のためのアセスメ

ント方法の開発に大きな成果が期待される。 

 

F．健康危険情報：なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表：なし 

2．学会発表：なし 
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H.  知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1．特許取得：なし 

2．実用新案登録：なし 

3．その他：なし 
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